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１ 業務実績（別表１参照） 
（１）利用状況について 
 平成２８年度の患者の利用状況は、入院・外来合わせて年延数で２００，７２４人となっており、

前年度と比較し１７，４９７人（８．０％）減少している。その内訳は、入院患者数が前年度と比較

し８，０４６人（１０．１％）減少の７１，３３０人、外来患者数が前年度と比較し９，４５１人（６．

８％）減少の１２９，３９４人である。 

 患者数を科別にみると、入院で減少した主な科は、内科、外科、精神科、整形外科で、前年度と比

較し、内科５，３０１人、外科１，０９０人、精神科８４４人、整形外科５３０人減少となっている。 

 一方、外来では、前年度と比較し減少した主な科及び人数は、内科２，８６２人、精神科２，２７

７人、神経内科１，６２２人、外科７９７人である。 

 病院経営上重要な指標とされる一般病床利用率は７５．２％で、前年度より８．２ポイント低くな

った。ちなみに、同規模病院の全国平均は６９．２％となっており、当市の利用率は全国平均を上回

っている。 

（注）病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは平成２７年度地方公営企

業年鑑（第６３集）の病床数２００床以上３００床未満の公立病院の平均値であり、「全国平均」と

は全国の市（指定都市を除く）が経営する３５５の病院の平均値である。 

 なお、人間ドックの利用は、日帰りで４６３人、一泊で４９人となっている。 

 

（２）その他 
 職員数は、平成２９年３月３１日現在、医師３７人を含む３３３人で前年度より６人の減少で、職

員１人当たりの患者数は６０３人で、前年度と比較し４１人減少している。なお、全国平均は６６０

人となっており、当市が下回っている。 

 また、職員１人当たりの診療収入（入院＋外来）は１，３３８万円で、前年度と比較し１３５万６

千円（９．２％）の減少となり、全国平均１，４６１万７千円を下回っている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 
（１）収益的収入及び支出について 
 事業収益は、予算額６１億９，３９８万５千円に対して決算額は５９億３，９３７万円（うち、仮

受消費税額１，６７５万４千円）で、決算比率は９５．９％となっている。その主な内訳は、医業収

益が４７億９，８７２万円、医業外収益が８億４，９８０万６千円、特別利益が２億９，０８４万４

千円である。 

 事業費用は、予算額６３億２，４０１万円に対して決算額は６０億６，３４０万９千円（うち、仮

払等消費税額１億２，２３８万６千円）で、決算比率９５．９％となっており、その内訳は、医業費



- 25 - 

用５８億６，３６４万９千円、医業外費用が１億９，６９４万６千円、特別損失が２８１万４千円で

ある。 

 

（２）資本的収入及び支出について 
 資本的収入は、予算額４億４，２３０万４千円に対して決算額は３億３，８７８万７千円で、決算

比率は７６．６％となっている。その主な内訳は、企業債が１億６５０万円、市一般会計からの出資

金が２億３，２２８万７千円である。このうち、一般会計出資金は病院の建設改良費及び企業債元金

償還金のうち、その２分の１（ただし、平成１４年度までに着手した事業に係る企業債元金償還金に

あっては３分の２）を基準とするものである。 

 資本的支出は、予算額６億３，８０１万２千円に対して決算額は５億３，７０１万円（うち、仮払

消費税額８１３万２千円）で、決算比率は８４．２％となっている。その主な内訳は、医療機器購入

等に係る建設改良費が１億９７８万８千円、企業債償還金が４億２，５６５万２千円である。 

 なお、資本的収支決算額で１億９，８２２万３千円の不足が生じているが、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額３６万３千円、過年度分損益勘定留保資金８，６１１万２千円、当年度分

損益勘定留保資金１億１，１７４万８千円で補てんされている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３等を参照） 
（１）収益について 

 事業収益は５９億２，２６１万６千円で、前年度と比較し２億６３０万５千円（３．４％）の減少

となっている。 

 医業収益は４７億８，３４８万２千円で、事業収益の８０．８％を占めており、前年度と比較し５

億５，５９６万９千円（１０．４％）の大幅な減少となっている。このうち、入院収益は３１億６，

４７４万７千円で、前年度と比較し４億４，７１０万２千円（１２．４％）の減少となっている。延

べ入院患者数は前年度より８，０４６人減少し、入院患者１人１日当たりの診療収入は４４，３６８

円で、前年度より１，１３５円（２．５％）の単価ダウンとなった。これは同規模病院の全国平均３

７，６７０円を上回っている。一方、外来収益は１２億９，０７８万３千円で、前年度と比較し９，

２８５万６千円（６．７％）の減少となっている。延べ外来患者数は前年度より９，４５１人減少し

ており、患者１人１日当たりの診療収入は９，７２８円で、前年度より４３円（０．４％）の単価ダ

ウンとなっている。これは同規模病院の全国平均１０，１６３円を下回っている。 
 医業外収益は８億４，８２９万１千円で、前年度より３億５，４９９万５千円（７２．０％）と大

幅な増加となっている。これは主に、医師の減少等により入院・外来患者数及び当該収益が上記のと

おり大幅に減少し、それに伴い急激に経営状況が悪化したことにより、一般会計から繰入金の増額に

よる支援をしてもらったためである。 
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また、特別利益は２億９，０８４万４千円で、前年度と比較し５３３万１千円（１．８％）の減少

となっている。これは主に、前年度末に計上していた退職給付引当金について、今年度末に再計算し

た結果、計上額を見直したものであり、戻入額は前年度と比較し６０３万６千円（２．０％）の減少

となっている。 

 

（２）費用について 
 事業費用は５９億４，１０２万３千円で、前年度と比較し２億３，３４７万６千円（３．８％）の

減少となっている。 

 医業費用は５７億５，１９５万５千円で、事業費用の９６．８％を占め、前年度と比較し２億１，

２９３万５千円（３．６％）の減少となった。このうち減少した主なものは、材料費、給与費、経費

である。材料費は８億７，８７９万６千円で、前年度に比べ１億１，９４５万８千円（１２．０％）

の減少となっている。これは、入院・外来患者数の減による影響により、薬品費や診療材料費等で大

きく減少したためである。給与費は３５億６，２６８万円で、前年度と比較し５，０８０万６千円（１．

４％）の減少となっている。これは主に、医師等の減少により職員の給料・手当等が減少したためで

ある。また、諸費用に係る経費は８億６，０７０万２千円で、前年度と比較し２，５５８万１千円（２．

９％）の減少となっている。これは主に、修繕費等の減少によるためである。 

 医業外費用は１億８，６４１万１千円で、前年度と比較し２，１５９万円（１０．４％）減少して

いる。このうち減少した主なものは、雑損失、長期前払消費税償却である。雑損失は１億３，３３８

万８千円で、前年度と比較し１，１０３万１千円（７．６％）の減少となっている。これは、収益的

支出額及びたな卸資産購入額の減により、控除対象外消費税額が減少したためである。長期前払消費

税償却は１，０６４万９千円で、前年度と比較し７２９万９千円（４０．７％）の減少となっている。

これは、前年度の建設改良費が減額となったため、その分の資本的支出控除対象外消費税額が減少し

たためである。 

 なお、特別損失は２６５万６千円で、前年度と比較し１０４万９千円（６５．２％）の増加となっ

ている。これは主に、過年度損益修正損で、公務災害に変更となった高額診療患者があったためであ

る。  
（３）損益について 
 当年度の損益は、経常損失３億６５９万４千円、特別利益及び特別損失を加減した当年度純損失１，

８４０万７千円である。当年度純損失は、前年度の純損失４，５５７万７千円と比較すると、２，７

１７万円の改善となっている。（次表参照） 
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経 営 収 支 推 移 表        （単位：円） 

  

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

26 6,206,493,596 100.0 8,212,029,627 100.0 △ 2,005,536,031

27 6,128,921,068 98.8 6,174,498,527 75.2 △ 45,577,459

28 5,922,615,897 95.4 5,941,022,612 72.3 △ 18,406,715

事業収益 事業費用
純損益

 

  （注）指数は２６年度を１００とした。  
（４）損益分析について 
 総収支比率は、収益と費用の相対的な関連性をみるもので、その値は９９．７％であり、前年度を

０．４ポイント上回り、同規模病院の全国平均９５．７％を上回っている。 

 経常収支比率は、経営成績を示す係数で、前年度を０．３ポイント上回って、９４．８％となった

ものの、同規模病院の全国平均９６．６％を下回っている。 

医業収支比率は、医業活動の能率を示す係数で、前年度を６．３ポイント下回って、８３．２％と

なり、同規模病院の全国平均８６．２％を下回っている。 

 

４ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 
（１）資産について 
 資産総額は４０億３，７１９万５千円で、前年度と比較し４億３，４７５万６千円（９．７％）の

減少となっている。構成は、固定資産３２億１，０７６万４千円、流動資産８億２，６４３万１千円

であり、これを前年度と比較すると、固定資産は３億２，９４７万４千円（９．３％）、流動資産は

１億５２８万２千円（１１．３％）の減少となっている。 

固定資産３２億１，０７６万４千円の主な内訳は、有形固定資産３１億９，７１８万５千円、投資

１，３５１万９千円である。固定資産の減少は主に、建物に係る固定資産で１億６，５０８万８千円、

器械備品に係る固定資産で１億５，４６７万９千円減少したためである。 

流動資産８億２，６４３万１千円の主な内訳は、未収金７億８，８２９万９千円、現金預金２，４

２９万９千円、貯蔵品１，３３２万４千円である。 

 未収金は、貸倒引当金計上額及び破産更生債権等も含めると８億１，０８１万４千円となっている

が、その内訳は医業未収金７億５，５２５万２千円、医業外未収金５，５５６万２千円である。また、

医業未収金のうち、大部分が社会保険及び国民健康保険の診療報酬であるが、これは、それぞれの支

払基金の審査を経る関係上、常時２ヶ月以後の入金となるためである。基金請求分他を除いた窓口未

収金（患者の自己負担分）は、５，４４５万５千円となっている。なお、５６件の診療収入の窓口未

収金（患者の自己負担分）３３９万４千円（消費税込み）を不納欠損処理したため、同じ金額分の貸
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倒引当金を取り崩している。 

 

（２）負債について 
 負債総額は４６億４，８２１万４千円で、前年度と比較し６億４，８６３万６千円（１２．２％）

の減少となっている。 

構成は、固定負債３２億６，３０１万円、流動負債１３億４，１０３万５千円、繰延収益４，４１

６万９千円となっている。 

固定負債の内訳は、企業債２５億４，４８３万９千円、引当金７億１，８１７万１千円で、建設改

良費等の財源に充てるための企業債のうち流動負債への計上額を除いたものと、病院会計において負

担すべき退職給付引当金を計上したものである。 

流動負債の主なものは、一時借入金４億４，０００万円、１年以内に償還を予定している分の企業

債３億１，２２０万２千円、未払金３億５，６４８万１千円、賞与及び賞与に係る法定福利費の引当

金２億６６７万８千円である。 

繰延収益は、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いたものである。内訳は、長期前受

金１億７，１８０万９千円、長期前受金収益化累計額１億２，７６４万円である。 

 

（３）企業債の償還について 
平成２８年度末現在における企業債未償還残高は、２８億５，７０４万１千円となり、前年度に比

較し３億１，９１５万２千円（１０．０％）減少した。 

 平成２８年度の企業債利息は４，０３６万２千円で、企業債利息対料金収入比率は０．９％であり、

同比率の全国平均１．８％を下回っており良好といえる。企業債平均借入利率は１．２７％となって

いる。 
 また、今後も医療機器の更新や施設の改修に伴い、起債が必要となることが予想される。現在は低

利での借入れが可能な状況ではあるが、起債にあたっては、企業債の毎年の償還額、残高及び利息負

担について、十分に留意されたい。 

 

企 業 債 の 推 移           （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入額 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高

26 3,700,540,933 252,300,000 462,050,260 46,191,347 3,490,790,673

27 3,490,790,673 145,400,000 459,997,791 43,390,469 3,176,192,882

28 3,176,192,882 106,500,000 425,651,678 40,362,398 2,857,041,204  
 

（注） ＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
料 金 収 入 

＊企業債平均借入利率（％）＝ 
企 業 債 利 息×１００ 

（当年度償還額＋当年度末残高）－当年度借入額 
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（４）資本について 
 資本総額は△６億１，１０１万９千円で、前年度と比較し２億１，３８８万円の改善となっている。 

構成は、資本金５２億９，２３０万４千円、欠損金５９億３３２万３千円であり、これを前年度と

比較すると、資本金は２億３，２２８万７千円（４．６％）増加し、欠損金は１，８４０万７千円（０．

３％）増加している。 

 

５ 剰余金計算書 
（１）資本金について 
 前年度末残高５０億６，００１万７千円から、前年度に処分するものは無かった。 

当年度においては、一般会計出資金の受け入れによる増加２億３，２２８万７千円により、５２億

９，２３０万４千円となっている。 

 

（２）資本剰余金について 
前年度末残高からの変動がなかったため、資本剰余金は前年度と同額の１，９８７万７千円である。  

（３）欠損金について 
 前年度未処理欠損金５９億５９０万６千円から前年度に処分するものが無かったため、それと同額

を前年度からの繰越欠損金として計上した。 

 一方、当年度純損失が１，８４０万７千円となったため、当年度未処理欠損金は５９億２，４３１

万３千円となった。また、医業収益に対する累積欠損金比率は１２３．８％となり、入院・外来収益

等の減少の影響もあり、前年度より１３．２ポイント悪化した。  
６ 財務分析 
（１）構成比率について 
 総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は７９．５％で、前年度と比

較し０．３ポイント高くなった。これは、一般的に比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあると

されている。 

 負債・資本のうち固定負債の占める割合である固定負債構成比率は８０．８％で、対象となる企業

債と退職給付引当金が減少した影響で前年度と比較し３．３ポイント低くなったが、全国平均の５５．

９％を下回っている。この比率は、小さいほど経営安定とされている。 

 総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は△１４．０％で、前年度と比較し３．

３ポイント改善された。この比率は、大きいほど望ましいとされるが、全国平均の３０．８％を大き

く下回っている。 
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（２）財務比率について 
 固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は１１９．

１％で、前年度より０．６ポイント高くなった。この比率は、１００％以下が望ましいとされている

が、地方公営企業会計制度の改正の影響もあり、水準よりも大きくなっている。 

 また、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は６１．６％で、前年度より１．１ポイント低く

なり、全国平均の１９１．１％を下回っている。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされ

ているが、地方公営企業会計制度の改正で新たに企業債や引当金を流動負債に計上したことや一時借

入金が増額したことも影響し、水準以下となっている。 

 支払能力をみる当座比率は６０．６％で、前年度と比較し１．２ポイント低くなり、全国平均の１

８５．８％を下回っている。この比率は、当座資産（現金、預金、未収金）と流動負債との対比で支

払能力をみるもので、１００％以上が望ましいとされている。 

現金比率は即時支払能力を示すもので、１．８％となっており、前年度に比較して０．２ポイント

高くなった。この比率は、一般に２０％以上が望ましいとされているが、全国平均の１０６．３％を

大きく下回っている。 

  

（３）一般会計繰入金について 
 今年度は、一般会計負担金・補助金・出資金として、経営支援のための追加分も含め昨年度と比較

し３億５千万円増額の１１億５千万円の負担を受けた。そのため、単位病床数あたり負担金額は、近

隣の市立病院と比較して、平均額よりも高くなっている状況である。  
一般会計負担金等の推移        （単位：円） 

資本的収支

一般会計負担金 負担金交付金 一般会計出資金

26 124,990,000 426,107,000 248,903,000 800,000,000

27 118,963,000 430,817,000 250,220,000 800,000,000

28 119,681,000 798,032,000 232,287,000 1,150,000,000

年度
収益的収支

合計   
（４）損益勘定留保資金及び補てん財源について 
 減価償却費や引当金等は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対応させて、期間利益を適

正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は現金支出を伴わないものであ

るために、その償却費等の計上分だけ償却資産等に投下された貨幣資本が企業内に留保され、その結

果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この内部留保資金をもって新たな資産

を購入するといった自己金融の役割を担っている。 
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 しかしながら、損益勘定留保資金は欠損金及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、平

成２８年度末の残高は１，００９万５千円である。今後の固定資産の新規・更新時には、内部留保資

金である損益勘定留保資金が不足することから、そのほとんどを地方債（起債）や一般会計補助金等

で対応しなければならない状況にある。  
病院事業補てん財源内訳書      （単位：円） 

平成２７年度 平成２８年度

当年度純損益 △ 45,577,459 △ 18,406,715

繰越利益剰余金 △ 5,860,328,770 △ 5,905,906,229

みなし償却廃止に伴う経過措置額 △ 42,536,555 △ 42,536,555

資本剰余金取崩額 △ 53,402,867 △ 53,402,867

1,112,721 1,112,721

△ 5,905,906,229 △ 5,924,312,944

△ 6,000,732,930 △ 6,019,139,645

433,161,284 426,688,944

12,672,709 3,131,029

9,001,728 8,486,974

17,947,843 10,649,231

0 0

△ 289,742,450 △ 292,845,413

165,037,658 139,136,817

6,138,893,290 6,087,957,426

500,089 362,957

303,698,107 208,317,555

216,473,611 198,222,550

500,089 362,957

183,737,819 86,111,775

32,235,703 111,747,818

87,224,496 10,095,005

6,087,957,426 6,029,234,650

投資取崩（敷金解約・修学資金免除）

各種引当金（退職給付・賞与等）

差引当年度補てん使用可能額

区分＼年度

（参考）当年度未処分利益剰余金計

小計（補てん使用対象額）

減債積立金

未処分

利益剰

余金

利

益

剰

余

金

補

て

ん

使

用

可

能

額

資本的収支不足額

補

て

ん

使

用

額

（参考）繰越損益勘定留保資金

復活留保資金（過年度損益勘定留保資金）

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

補てん使用可能額計

補

て

ん

財

源

消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度損益勘定留保資金

当年度損益勘定留保資金

翌年度補てん財源資金

損

益

勘

定

留

保

資

金

減価償却費

固定資産除却費

長期前受金戻入(△)

長期前払消費税償却

  
７ まとめ 
（１）病院事業の概要 
 市立加西病院は、市唯一の急性期病院・総合機能病院として市民にとって必要な医療と保健機能を

提供してきている。特に安全に直結する救急医療と入院医療は、市民の期待と要望も大きく、自治体

病院最大の役割でもある。しかし近年、国の医療制度改革は、医療費抑制、病床機能の再編に加え新

専門医制度も創設され、それに伴い地域医療体制も大きな変化を迎え、医師・看護師不足等、医療を

取り巻く環境は厳しさを増している状況にある。 
 このような環境の変化の中、当年度は、ニーズを見据えて価値ある病院をつくるという目標を掲げ、

病院の運営に努めている。また、新公立病院改革ガイドラインに基づき、市立加西病院新改革プラン

を策定し、持続可能な最良の地域医療のあり方を探るとともに、これからの病院の方向性を定めた。 

 人材面においては、医師については異動等により６名の減となり、薬剤師については退職による補

充ができなかった。一方、施設・設備面では、Ｘ線テレビシステムなどの高度医療機器や設備の更新

を行い、機能の維持に努めている。 

 今後も経営改革を進め、地域の医療機関等との連携を強化するなど、質の高い医療の提供を目指す

とともに、経営体質の強化を図られることを期待するところである。 
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（２）経営の健全化・安定化について 
本年度の患者数は、医師の減少等に伴い入院・外来ともに前年度を大幅に下回り、特に入院収益で

は前年度に比べて１２．４％減の３１億６，４７４万７千円となり、結果、医業損失では前年度に比

べて３億４，３０３万５千円増の９億６，８４７万３千円と、大幅に悪化した。このような状況の中、

今年度末での資金不足を回避するため、平成２９年３月の補正予算により、一般会計から繰入金２億

５千万円の追加支援を受けている。また、年度中の事業会計の一時的な資金不足分は一般会計や水道

事業会計からの一時借入金で対応している状況であり、今年度末残高は、前年度に比べて１，０００

万円増の４億４，０００万円となっている。 

国の医療制度改革等の過渡期の中、今年度は医師不足の問題が顕在化し、経営環境について著しい

変化が見受けられるが、経営の健全化・安定化に向けて、改革プランに基づいた経営の改善・効率化

に努められたい。 

 

（３）診療収入の窓口未収金・基金請求分未収金と不納欠損について 
 各年度会計決算の不納欠損処分後の診療収入の過年度窓口未収金は、次のとおり推移している。 

 

          平成２６年度  ２９，４５７，４２５円 

          平成２７年度  ２６，４９９，７１５円 

          平成２８年度  ２２，３９０，７２２円 

 

 平成２８年度は、前年度分に重点化した訪問徴収等に注力した結果、当年度末現在における過年度

窓口未収金残高は、前年度に比べ４１０万９千円の減少となった。今後も、受診時・退院前の支払相

談の実施、本人への未収の確認や誓約書への記入など、看護師等とも連携のうえ早期対応を心掛け、

未収金の回収に努められたい。合わせて、長期にわたる窓口未収金については、的確な回収方策を検

討するとともに、回収不能と認められるものについては適時に処理する必要がある。 

 また、審査時に確認した平成２８年度末の医業未収金のうち、診療報酬に係る基金への再審査請求

分について、内訳を明確に確認できる資料に欠けていた。債権として適切なものかを明確にできるよ

う、何らかの対処が必要であり、今後検討することが望まれる。 


